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本書は，日本帝国主義支配下の朝鮮において， 1920年代から 30年代前半にかけて実施された
「産米増殖計画」に関する河合和男氏の研究を集大成したものである。まず，研究対象である
「産米増殖計画」について簡単に触れておく必要があろう。朝鮮総督府の表向きの説明による
と，日本および朝鮮における将来の食糧需要の増大に対応して米の増産を行う。そのことは朝
鮮の農家経済を向上させるとともに，ひいては朝鮮統治にとって有益な貢献をするであろう，
というものであった。米増産のための具体的な子段としては，土地改良事業(これは濯翫改善・
地目変換・開墾干拓からなり，主として水利組合の創設によって実行しようというものだった)
を中核とし，それに付随して農事改良を加えることによっていっそう効果を挙げようとしてい
た。当初1920年度から 15年計画(著者はこれを「第 1 期計画」と呼んでいる)として着手され
たが，その後大幅修正のうえ1926年度からは12年計画(完成は14年後)の「更新計画」として
再出発した。ととろが， 30年代に入っていわゆる「昭和農業恐t慌」の勃発とともにとりわけ本
国である日本からの批判が高まり， 1934年にその根幹部分である土地改良事業が中止においこ
まれたのであった。要するに，日本帝国主義による植民地朝鮮の開発政策にほかならないが，
15年戦争期の工業化政策とならんで 36 年にわたる日本統治下でなされた 2 大開発政策の 1 つ
である。
以下，本書の内容を紹介し，私なりのコメントを行うこととしよう。
(2 ) 
本書は序と 4 つの章からなっている。まず序では， 1919年の 3. 1 独立運動にみられるような
「日本帝国主義の植民地支配体制が危機に直面していた時期に立案されたものであり，その上，
それは植民地農業のみならず，日本農業にも重大な経済的影響を及ぼすことになったJ ili産米
増殖計画』について，その立案の背景，内容と成果，およびそれが朝鮮農業や日本に及ぼした
影響等について考察し，それによって朝鮮『産米増殖計画』の歴史的意義を探ろうとしたもの
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である J (p. 9) というようにこの著作全体の課題が呈示される。そして，先学の研究の検討
をつうじて、乙の計画の立案の契機を分析する際の視角として，①植民地内の要因，②日本帝
国主義の要請，を提起している。
前半の 2 つの章は立案の契機の解明にあてられている。第 1 章「朝鮮総督府の農業政策と
『産米増殖計画JJ は、さきの①の視角からの考察である。 1910年から 18年にかけての「土地調
査事業」などと並行的に行われた 10年代の総督府農業政策は「朝鮮内での食糧自給とともに，
工業原料，食糧の輸移出，とりわけ移出のための改良増殖に最大の目的J (p. 17) があったと
はいえ，その中心部分をなす米作については，土地改良事業を大々的に推進することなくして
十分な成果を期待できないものであった。したがって，この意味からすれば20年代の「産米増
殖計画」はその限界を打破するものとして位置づけられる。著者の議論で何よりも特徴的なの
は、「産米増殖第 1 期計画」の背景として朝鮮内部の要因を根本的なものとして評価している
ことである。まず，第 2 章で示されるように，当時日本政府は朝鮮総督府のこの計画には
さして重きを置いてなかった。そして， 3. 1 独立運動にみられるような広汎な朝鮮大衆の抵
抗にたいして，総督府は， (1)朝鮮内の食糧を充実する(社会政策的性格)， (2)植民地支配の社
会的支柱としての朝鮮人地主の育成，といった対応を打ち出したのであり，その意味で独立運
動後の新総督斎藤実によって掲げられたいわゆる「文化政治」の経済的基礎をなしたものとい
わなくてはならないのである。
第 2章「日本資本主義と朝鮮『産米増殖計画JJ では，序の②の視角から 1926年度以降の「更
新計画」において日本政府が大きくテコ入れするにいたった原因が解明される。 1918年の「米
騒動J t乙集約される日本の食糧問題の深刻化は，米増産のための何らかの恒久的対策を要求す
るものであった。「臨時国民経済調査会」・「臨時財政経済調査会」などの検討から，著者は「農
村もしくは地主階級に基盤をおく J(P.74) 政友会原内閣 (1918-21年)は「開墾助成法」に
よる日本国内の開墾事業を重視し，植民地開発には副次的位置づけしかあたえていなかった，
と主張する。と乙ろが，国内開墾が期待どおりの進展をみせなかったため，インデイカ系の外
米の輸入が増大した。そして，乙の外国米輸入の増大は当時の日本の国際収支危機にいっそう
拍車をかけるものとなっていったのであった。かくして， 1924-26年の加必高明内閣 (l "\わゆ
る護憲三派，後l乙憲政会単独， 26年加藤死後は憲政会若槻礼次郎内閣となる)にいたって日本
側は朝鮮「産米増殖計画」にたいして積極的な支援を送るようになったわけである。乙のよう
な日本の政策転換の背後にあるものとして，著者は次の指摘をお乙なっている。
í1920年代は，日本では独占ブルジョアジーの経済的支配権が確立し，地主的土地所有=半
封建的生産関係が資本主義的生産関係に従属する構造が形成される時期とされているが，乙れ
を反映して，地主階級の利害よりは，むしろ独占ブルジョアジーの利害を確保するための政策
が次第に打ち出されてくる。『更新計画』はそうした日本政府の基盤変化，政策転換の中 l乙位
置づけられよう。」そして，乙の点は何よりも í lF第 1 期計画』では産米増収分が朝鮮内消費と
必斗
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輸移出とにほぼ均等に振り向ける計画であったが， 1920年代前半以降朝鮮人 1 人当たりの米消
費量がかえって減少しているにもかかわらず、『更新計画』では増収分約 822 万石のうち 6 割
以上にのぼる約 500 万石を移出に向けようとしたことに端的にあらわれている J ( pp. 87 -88 ) 
と。
「産米増殖計画」それ自体が検討されるのは，第 3 ・ 4 章である。まず，第 3 章 I Ii産米増
殖計画」の内容と成果」のアウトラインはほぼ次のようなものである。既述のように本計画は
「第 l 期」と「更新」に分けられるが，前者において十分な進展をみなかったのは，土地改良
事業収益よりも土地所有収益のほうが大き l' という根本問題に加えて，恐慌，物価上昇に基づ
く工事費の増大，金利上昇，資金不足，土地改良のための専門的特殊会社の未設置等々の要因
が重なっていたためであった。ただ，そのなかで1929年に完了した耕地拡張改良基本調査は主
要な成果といえるものであった。こうして行き詰まった「第 1 期計画」にかわって， (1)政府斡
旋師償金の充実， (2)事業代行機関(朝鮮土地改良株式会社，東洋拓殖株式会社土地改良部)
の設置， (3)銀行貸付などをつうじて朝鮮人地主を巻き込む万向への転換， (4)水田にたいする農
事改良のいっそうの充実，などを特徴とする「更新計画」が1926年度から開始されることになる。
既述のように，「更新計画」も昭和恐慌下の34年に事実上ストップせざるをえなくなる
わけであるが，それまでの成果としては確かに土地改良や農事改良においてもある程度みるべ
きものがあるものの，何といっても顕著だったのは急速な米の対日移出の増加であった。この
結果，日本市場での朝鮮米のシェアはかなり拡大し，さらに朝鮮で日本品種の米が大きく取り
入れられた乙ともあって日本産米と朝鮮米の価格差は著しく縮小した。こうして，日本の国際
収支の悪化を防ぎ，米価の安定・食糧問題の解決(日本資本主義にとって，これらは低賃金維
持に貢献する)等の目的を乙の「産米増殖計画」は確実に達成していった。しかしながら，そ
のことは朝鮮にとっては 1 人当たりの米消費量のさらなる減少に象徴されるような貧窮化と米
穀モノカルチュア貿易構造のいっそうの強化を意味していたのである。 ノ
第 4 章「植民地農業の展開」では，「産米増殖計画」が朝鮮農業にもたらした影響について，
農民・地主経済にわけで考察される。まず，農民経済において問題になるのは，高米価・米の
輸移出増大にもかかわらず，さきにいった貧窮化とともに， 自作農・白/N'乍農例記、， /N乍農・
小作地・不耕作地主の増加としサ農民層分解がなぜ20年代後半から一貫した傾向として生じた
のか，ということである。この点について，「原因は， 1918年終了の『土地調査事業』によっ
て植民地的に再編された地主・小作関係に基本的に規定されていると思われるが，単にそれの
みでなく， 20年代後半の特殊事業にもよると思われる。乙の特殊事情とは，金融市場と米穀市
場の問題である J (pp. 154-155) と著者は述べ，主として植民地地主制の枠組みのなかにある
流通・金融面に問題を見出しているようである。すなわち， (1)金融市場においては一般農民
を排除し，地主のみに偏した地主育成的金融政策がなされ， (2)米穀市場においては，①高率小
作料・高利貸しによる収奪，地税や土地改良事業費の小作人への転嫁などのための生産農民の
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取分の減少，②生産農民にとっての庭先相場と中心相場の隔離等から，生産農民は著しく不
利な立場におかれていた乙と，などである。かくして，「満州J (中国東北部)から輸入された
粟を含む雑穀消費の増大ではとうていカノ〈ーできないほど朝鮮人 1 人当たりの米消費量が低下
するとしサ窮乏化とともに，激烈な農民層分解が進行することになったのだった。
次 l乙地主経済 l乙及ぼした影響についてみると，「言十画」によって日本人地主が大きな利
益をあげたことは確実なことである。しかし，ここで注目すべきは朝鮮人地主のあいだに生じ
た変化である。一般に，このプロセスにおいて，動態的地主としての日本人地主が大いに発展
し，静態的地主としての朝鮮人地主は概して没落傾向にあったという 2 類型論が，乙れまでの
「通説」とされている(ただし，学説史の検討から著者は乙れを「通説」とみなすことには疑
問を呈している)。それにたいして，水利組合長おける朝鮮人地主の，また朝鮮人経営による籾
摺・精米工場の増大傾向などから，著者は第 3 の類型として積極的農業経営を行う朝鮮人地主
=新興地主層の登場を主張する。すなわち「農業金融政策に代表されるように， 1920年代の農
政が地主的農政の性格をもつものであったこと，および『更新計画』期以降に籾相場が出廻期
に急落して農民経済が悪化していった反面，朝鮮人の中から商品経済に積極的に対応する地主
層が増大し，彼らが日本人地主とともに米穀を有利に商品化しえた乙とは，地主経済を強化す
ることになったJ (p.174) という。「一方で地主による農民支配が強化されると同時に，他方
で乙うした地主層が日本帝国主義と共通の経済的利害をもつに至ったJ (p. 184) 乙とによれ
乙の新興地主層は植民地支配のための社会的支柱となった。乙うして植民地地主制は確立し，
朝鮮における植民地的従属経済はいっそう強化される乙とになったわけである。
最後に，著者は昭和恐慌以降の問題に触れ，激しい農民層分解に象徴される矛盾の深刻化に
たいして朝鮮でもこれまでの地主中心の政策からある程度「農民的農政」への転換 (1農村振興
運動」・「農地令」など)がなされたが，それはいわゆる「大東亜共栄圏」構想のもとでの対応に
すぎなかった，と述べて本書を締めくくっている。
(3 ) 
以下コメントを述べる乙とにしよう。
本書の意義として何よりもまず指摘しておかなくてはならない乙とは，「朝鮮産米増殖計画」
について今やスタンダードな研究として位置づけられている著者の労作が体系的なかたちにま
とめられたことである。実際，本書は「産米増殖計画」それ自体を本格的に取り扱った日本人
研究者の著作としては戦後初めてのものである。そのうえ，本書においては豊富な参考文献が
示されかつ学説史的な検討も十分になされているから，今後このテーマに取り組もうとする者に
とっては，第 11こ取り上げるべき著作といわなくてはならないものである。
内容に立ち入って，とくに注目すべき点について触れておこう。まず，前半の 2章において
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は，いわゆる「第 1 期計画J (厳密にいえば，「第 1 期計画当初計画」というべきもののように
思われる。というのは，「更新計画」も同じ「第 l 期計画」の範囲内ものだからである)と「更
新計画」の立案の背景の大きな相違が明らかにされたところに，研究上の著しい前進を認める
ことができる。すなわち，これまでの議論においては両者はともに本質的には日本の食糧問題
解決のためのものであり，政策推進者としての日本政府および朝鮮総督府のあいだには立場上
何の違いもなかったとするか，あるいはほとんど関心が払われて乙なかったといっていい。こ
の問題に著者は初めてメスを入れ，既述のように「第 1 期計画J ;総督府主導，「更新計画J;
国際収支危機に直面した日本政府による積極化，というように結論づけたわけである。細かい
点は別として，基本的に著者の説に評者は賛成である。なぜならば，そのように考えることに
よって， 2 つ「計画」のあいだの内容上の相違をはるかに説得的に説明することができるから
である。
また，「計画」の内容と成果，そしてその影響などを扱った後半の 2章においては，これま
での研究では主に生産関係の視点からのものが多かったのにたいして，生産技術，流通，金融
等多方面にわたって検討が加えられ，もって研究の総合化が図られているのも大きな特徴であ
る。加えて，この部分でとくに精彩を示している朝鮮植民地地主制の 3 類型論は，現在では通
説の地位にあるものといっていい。そして，興味深いことは，このような類型論を打ち出すこ
とによって，たんに経済の分野に局限されることなく政治過程(とくにいわゆる「文化政治J)
との関連が重視され，経済社会構造におよぶ広い視野が切り開かれていることである。
さらに，学説評価にあたっての著者の慎重な姿勢についても一言しておきたい。ややもすれ
ば自説の優位性を示さんがために，ことさらに他者の説を陳寓化しようとする傾向がみられな
いでもない昨今の風潮にたいして，著者のこのような態度はかえって議論をより深いものへ導
くことに成功しているように思われるからである。
本書からきわめて多くのことを学ぶことができたとはいえ，評者は疑問や今後解明されるべ
き点をまったく感じなかったわけではない。まず，本書は立案の契機の検討のためにおよそ半
分のスペースが費やされているため(既述のように乙の部分はとくに注目に値するものである
から，いささかないものねだりかもしれないが)， 1言十画」の詳しい実施過程があまり明らか
になっていないうらみがあるようである。とりわけ，「第 1 期計画」の挫折，「更新計画」にお
ける時系列的あるいは地域的進行過程，これらと農民層分解との関連などは今後十分に検討さ
れるべきことであろう。
つぎに，内容に関わる点についていくつか述べておきたい。前半の部分に関しては基本的に
異論がないけれども，ただ 13. 1 独立運動J (1919年 3 月)と「産米増殖計画」とのつながり
については少し議論の余地があるように思われる。これまでの研究においても，この独立運動
を「計画」の重要な契機として位置づけてきたし，本書においてもそうである (p. 33以下)。
しかしながら，本書の別のところ(とくに pp. 30-31) で示されているように，「言十画」はそ
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れ以前から練られつつあった。したがって，「言十画」樹立の直接のきっかけとして独立運動を
位置づけるのは困難であり，むしろこの事態によっていっそう「計画」実施の必要性が痛惑さ
れたという意味での促進要因として考えるべきであると思われる(実際，独立運動終息の後，
ただちに15年にもおよぶ「計画」がつくられたとするのは短絡的な見方であろう)。
また，農民層分解の要因についてもいくつかの点を指摘しておきたい。まず， 1920年代の米
価を著者が一貫して高米価だったとしている乙とである。けれども，やや詳しくみるならば，
20年代後半はむしろ第 1 次世界大戦期の米価高騰の反動としての低落期と考えるべきであろう。
そして，比較的高米価のときに「更新計画」も立案されたわけであるが，そのことは土地改良
事業の採算基準の 1 つである米価についてかなり楽観的な姿勢をとることになった。かくして，
その後の米価低落 (30年代に入っていっそう激落する)は事業の収益性を脅かすものとなった
ように思われる。要するに， 1925年は20年以来の高米価の年であって，このときに高米価を前
提として大々的に「更新計画」を打ち出し推進していったところに事態を深刻化させた要因の
1 つがあったと評者はみるのだが，どうであろうか。
つぎに，途中で中止されたこの「計画」の成果については，だいたいにおいて本書の見解は
妥当であるとはいえ，ど乙を重視するかという問題は残されているように思われる。確かに米
の対日移出という面では予定を上回るものであったが，そのほかの点，とりわけ生産力上昇
(したがって生産コストの減少)にもとづく生産量の増大に関しては貧弱なものでしかなかっ
た。ほかにも取り上げるべきものはあろうが，これだけでもつぎのことがし可えよう。すなわち，
思うように生産コストは下がらない，だが販売価格は思った以上に下落する，乙の結果収益性
の低下が生じ，そのシワ寄せは生産関係からみて社会経済的弱者であった生産農民に向けられ
る，ということである。既述のように，本書では農民層分解の要因を20年代の特殊事情として
主に流通・金融面に求めているけれども，収益性からみた生産力の問題についてももう少しメ
スを入れてもよかったように思われる。いずれにしても，基本目的といった本質的問題以外に
ふ経済政策・開発政策としてみてもかなりズサンな側面をこの「計画」は含んでいたのでは
ないだろうか。
もし，乙れらの難点を「計画」がもっていたとするならば，植民地支配の社会的支柱と
なるべく期待されていたという新興地主層の育成についても，はたして所期のもくろみどおり
の成果を挙げたかどうか検討の余地が残ることとなろう。乙の乙とに関しては，植民地朝鮮で
はついに改良主義が民族運動の有力な一大勢力になりえなかったところに，ある程度示唆され
ていると評者は考える。
以上本書の紹介とともに若干の私なりの批評を行ってきたが，誤解があれば著者ならび読者
におわびしたい。研究活動がはてしないものだとするならば，本書によっても「朝鮮産米増殖
計画」のすべてが解明されたということはできないかもしれない。しかしながら，重ねて強調
しておかなくてはならないことは，多くの文献を渉猟した結果が示されるとともに大きく研究
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水準を引き上げたとみられる本書によって，あとに続く研究者はまことに堅固なベースキャン
プを得:る乙とができた，ということである。
(滋賀大学経済学部助教授)
- 79 -
